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 In this study, relationships between development of typhoon and rising of the sea surface temperature (SST) in the north west 
Pacific Ocean are investigated. Further the characteristics difference in typhoon associated with El Nino and La Nina phenomena 
is also investigated. The average of global SST has risen by 0.55 ℃ in past 100 years. In the northwest Pacific Ocean including 
Japan area, it was 1.8 ℃/100 years rise during resent 28 years (1986-2013). The total number of typhoons tends to be small and 
the strength of typhoons tends to become weak during this recent period. Average generation positions of typhoons during this 
period have been moving to the west and the north in the Pacific Ocean. It is found that events of equatorial SST, such as El Nino 
or La Niña phenomena, seriously affect characteristics of typhoon. 
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1．はじめに 

 2013 年は 19 年ぶりに 30 個を超える台風が発生し，その

うちの 17 号と 18 号の 2つは日本に上陸した 1)．九州に上陸

したのは 6 年ぶりであった．日本に上陸した台風の一つで

ある 18 号は 2013 年 9 月 13 日に発生した台風で，最盛期に

おいて最低気圧 960hPa と平均的な強さであったが，近畿を

中心に 24 時間雨量は 35 ヶ所で，また 48 時間雨量は 25 ヶ

所で観測史上最大の雨量を記録した 2)．さらに，台風経路上

に 10 個もの竜巻が発生した．これは，気象庁が竜巻・突風

調査を強化した平成 3 年以降一つの台風に伴う竜巻の発生

数としては最多であった 3)．その後 11 月 4 日に，フィリピ

ンを襲った台風 30 号は，最低気圧 895hPa，最大風速 65m/s

と猛烈な台風で，行方不明者含め死傷者は 3 万 6 千人以上

となった 4)．風力の強さで見ると，観測史上 4位の台風であ

り，上陸したものでは史上最大であった． 

このような平年と比べて異なった台風には，近年の地球

温暖化の影響があるものと考えられる．台風の発生，発達

には海面水温は重要な要素であり，台風の発生には海面水

温が 27℃以上である必要がある．本研究では，海面水温が

台風の発達に最も重要な要因の一つとみて，気象庁ホーム

ページに掲載されている最近 28年間の台風のデータおよび

海面水温のデータの関係を調べた.海面水温については画

像データを Excel VBA を用いて自動保存して解析し，その

解析結果を Excel 表にまとめて集計を行った. 

本研究では近年の海面水温の上昇が台風の規模，強度，

発生数や，上陸数へどのような影響を与えているのかを調

査し，台風と地球温暖化の関係について考察した.また，赤

道付近の海面水温の大きな変化をもたらすエルニーニョ・

ラニーニャ現象との関係についても調査した. 

 

２．使用データ 

  本研究では，解析をする上で使用するデータは気象庁ホ

ームページ気象統計情報 2)に公開されている，「過去の台風

データ」と，「海洋データ」を使用する．項目としては，台

風の発生数，接近数，北西太平洋の月平均海面水温分布図

（SST:Sea Surface Temperature）を扱う．ここで日本近海

だけではなく北西太平洋のデータを使用するのは，台風の

発生発達と関係深い低緯度の状況も解析できるようにする

ためである．また，国立情報学研究所のデジタル台風 6)の台

風データベースのデータも使用した．主に参照したデータ
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は，台風の発生地点，最低気圧，強風域の最大直径，寿命

などである．海面水温分布図については，利用可能な 1986

年から 2013 年の 28 年間のデータを使用した．そのため台

風の解析期間はこの 28 年間に限定した. 

 

３．色識別プログラム及び解析プログラム 

 本研究では，データの収集，整理及び，海面水温の部分

的解析のためにプログラムを作成した．プログラム言語は，

主に Excel の VBA7)を用いている． 

 月平均海面水温分布図を用いて，海面水温を空間的に解

析する上で，28 年間の月ごとの図（約 330 個の図）から，

必要なデータを読み取った.この際，目測によって読み取る

ことは，人為的な誤差が回避できない上，長時間を要する．

そこで，プログラムを作成することで，迅速かつ，より正

確な値を自動的に取得可能とした． 

プログラムの処理の流れを大まかに説明する．図 1 は，

海面水温(SST)解析の VBA Frame 中の配置である．図中の左

Image (SST 画像)をクリックすることで，その部分に＋アイ

コンが表示され，右上の TextBox に緯度経度，およびピク

セル座標がデジタル表示される．逆に TextBox にピクセル

座標を入力することで＋アイコンが Image のその場所に表

示される．データの収集期間の開始（年），終了（年）を

ComboBox に指定し，地点海面水温の CommandButton を押す

ことで，期間内の指定した地点の海水温がエクセル・シー

ト上に出力される．その他の処理も，CommandButton を押す

ことで処理できるようにプログラムしている. 

マクロの内部の処理の流れ，及び色を温度に変換する処

理を説明する．まずは，気象庁より指定期間の SST 画像を

ダウンロードする．既にダウンロードされている場合は，

その処理を行わない．気象庁の SST 画像は，GIF 形式である

ため，BMP 形式に変換する．その後，この BMP 形式の SST 画

像を読み込んで，指定座標のピクセル情報を取得するが，

VBA では画像データ処理ができないので，API を使用する 8)． 

API とは OS やアプリケーションが持つ機能の一部を別の 

 

 

図 1 海面水温(SST)解析マクロの GUI 

外部のプログラムから呼び出して使用するものである．こ

こで使用するのは，OS がもつ GDI32 と USER32 である．この

API によりデバイスコンテキスト（画像を内部処理するため

の仮想空間）を作成し，指定座標の色を 10 進数の RGB に変

換する．これを SST 図 1 中 Image の右の温度バーと照らし

あわせ，温度を表示するのである．温度バーはマクロの起

動時に画像処理が行われ，それぞれの色は 10 進数の RGB を

介して温度に変換される．温度バーの色と，指定座標の色

が一致しない場合，例えば，指定座標が陸地を示している

場合，等温線，文字などは，「測定不可」と表示される．ま

た，色から温度へ変換する際の精度を上げるために，指定

座標周辺 6 ピクセル程度の温度も算定し，これを指定座標

と足して，平均を出すようにしている．このようにした理

由はもう一つある．それは，緯度・経度の交点においては，

黒い緯度線・経度線があるため，指定座標点の処理のみで

は，多くの点で測定不可になってしまうためである． 

他のボタンについては，後の節に関連する処理を行う． 

 

４．海面水温の推移と台風の変化 

 地球温暖化に伴い，大気は最近 100 年間(1914-2013)で平

均 0.69℃上昇したと推定される 9)．全球の SST の推移を，

図 2 に示す.気象庁が発表している全球の SST のデータ 10)

より求めた長期変化傾向である．全球の SST は 100 年間

(1914-2013)で 0.55±0.03℃上昇している． 

４．１ 北西太平洋全域の解析 

(1) 北西太平洋域の SST の推移 

画像解析から求めた日本を含む北西太平洋での最近の傾

向を見てみる．SST 解析では，緯度については，北緯 0 度か

ら 60 度，経度では東経 100 度から 180 度の 5度間隔で地点 

の温度を平均している．ただし陸地は含まない．図 3 は 28

年間(1986～2013)の北西太平洋全体の平均 SST の推移およ

び全球平均 SST の推移を示した.データ数 28 では，決定係

数 R2>0.101 (|t|>2.05) であれば，危険率 5％で，その増加

傾向は有意であるといえる．北西太平洋 SST の上昇率は，

R2=0.566 であり，100 年当たり 1.8±0.3℃と推定される． 
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図 2 全球の海表面水温(SST)の最近 100 年間の変化 
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図 3 最近 28 年間の北西太平洋領域の SST の変化 

 

この変化率は，同期間の全球SSTの上昇率0.7±0.1℃より，

2倍以上の大きさである．この両 SST 間の傾向は完全に一致

はしていないが，相関係数は R=0.707 と大きい． 

（2）台風の発生数・上陸数の変化 

 図 4は 28 年間の台風の発生数の推移を表したものである．

決定係数 R2=0.227>0.101(t=-2.76<-2.05)であり，有意に減

少している．海水温が上昇しているのならば，熱輸送と関

係する台風の発生数が増加する可能性も十分予想できるは

ずである．しかし，図 4では発生数はむしろ減少している． 
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図 4 最近 28 年間の台風の年間発生数の変化 

 

 また，台風の日本本土への上陸数の 28 年間の変化につい

ては，決定係数 R2=0.040<0.101(t=1.04<2.05)であり，有意

な変化傾向は見られなかった．上陸数は台風が発生・発達

する海域の変化と関係すると思われるが，上陸数で見る限

り台風の軌道については大きな変化が見られない． 

（3）台風の年平均最低気圧・強風域最大直径の変化 

最低気圧は，その台風の強度を表す指標となる．台風の強

度の変化を見るために，その年の台風の年平均最低気圧の

推移を調査した．年平均最低気圧の傾きの信頼性は小さく 

R2=0.002<0.101 (t=-0.35>-2.05) と有意ではないことか

ら，温暖化に伴い台風の強さが変化しているとは言えない． 

台風の強さと強風域の大きさを示す台風の規模は独立のも

のである．ここで，台風の強風域とは，平均風速 15m/s 以

上の範囲を指す. 図 5 に強風域の年平均最大直径の推移を

示す．年平均とは，各年に発生した全台風の強風域最大直

径を平均したものである．また，強風域最大直径の単位は

nm(海里nautical mile)であり，1nmは1.852kmに相当する．

トレンドの傾きは，1年当たり 5.04 海里(9.3km)小さくなっ

ており，決定係数 R2=0.305>0.101 (t=-3.37<-2.05)で，有

意な減少傾向があるとえる． 
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図 5 台風の年平均強風域最大直径の変化 

 

このように SST は上昇しているにもかかわらず，台風の

発生数は減少し，平均の大きさも小さくなっている． 

４．２ 地域ごとの解析 

 本節では地域ごとの変化を見るため，緯度・経度ごとに

経年変化を求めた．具体的には，緯度および経度について

それぞれ 5度ごとに代表点を取り，海水温，台風の発生数・

発生地点の違いなどとの関係を求めた． 

(1) 経度別海面水温の推移 

図 6 は東経 100 度から東経 180 度まで，経度別に全緯度

で平均した海面水温(SST)を示したものである．また表 1は

経度ごとの SST の平均値，標準偏差(σ)，回帰直線の傾き， 
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図 6 経度別海面水温(SST) 
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表 1 経度別海面水温推移のトレンド関係諸量及び判定 

経度 平均 σ R2 傾き SE ｔ値 判定

東経100度 29.81 0.22 0.15 0.122 0.057 2.13 ▲
東経105度 28.20 0.42 0.18 0.022 0.009 2.39 ▲
東経110度 27.45 0.30 0.01 0.014 0.027 0.54 ―
東経115度 28.15 0.30 0.27 0.020 0.006 3.13 ▲
東経120度 24.36 0.27 0.29 0.018 0.006 3.27 ▲
東経125度 24.36 0.30 0.20 0.016 0.006 2.54 ▲
東経130度 25.12 0.29 0.17 0.015 0.006 2.31 ▲
東経135度 23.43 0.28 0.10 0.011 0.006 1.67 △
東経140度 21.57 0.28 0.52 0.025 0.005 5.30 ▲
東経145度 20.75 0.27 0.19 0.015 0.006 2.49 ▲
東経150度 19.80 0.26 0.24 0.016 0.006 2.85 ▲
東経155度 19.30 0.26 0.33 0.019 0.005 3.57 ▲
東経160度 20.45 0.21 0.13 0.011 0.006 1.95 △
東経165度 19.35 0.25 0.51 0.022 0.004 5.22 ▲
東経170度 19.08 0.24 0.46 0.020 0.004 4.67 ▲
東経175度 18.95 0.23 0.41 0.018 0.004 4.21 ▲
東経180度 18.91 0.24 0.39 0.019 0.005 4.10 ▲
判定：▲(t≧2),△(2＞t≧1.5),―（1.5＞ｔ＞-1.5）
　　　  ▽（-2＜ｔ≦-1.5）,▼( t≦-2)  

 

決定係数(R2)，傾きの標準誤差(SE)，t 値，及び傾きの有意

性検定の判定を記号で示したものである．図 6 では，指定

経度上の SST を緯度 5 度ずつ算出して，これを平均したも

のをその経度の SST として，年ごとにその推移を表した．

西に行くほど，高緯度で大陸の割合が多くなるため，デー

タが熱帯域のみに偏り，平均 SST は高い．図の東経 100 度

～東経 115 度の範囲では SST は，特に高い値になっている．

このため経度どうしの比較は，緯度の情報も含んだものと

なっているが，全体的に上昇傾向トレンドが見られ，特に

東経 140 度付近および東経 165 度付近の海域では大きな上

昇トレンドを示した. 

(2) 緯度別海面水温の推移 

 次に緯度ごとの SST の変化傾向を見る.緯度ごとに 28 年

間平均した SST とその南北変化率を図 7 に示した．大気の

温度変化と同様にSSTは北緯30度～45度にかけて急激に緯

度とともに変化している様子が確認できる． 

図 8 は，北緯 0 度から北緯 50 度まで 5 度毎に緯度別に,

年平均した SST の経年変化を示したものである．また表 2

は図 8に示した緯度ごとのトレンドの諸量を表 1同様に示 
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図 7 緯度ごとの平均 SST と SST 南北変化率 

棒: 緯度ごとの平均 SST, 折れ線:SST の南北変化率 
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図 8 緯度別 SST の経年変化（北緯 0度～50 度） 

 

表 2 緯度別海面水温推移の各グラフの諸量及び判定 

緯度 平均 σ R2 傾き SE ｔ値 判定

北緯60度 5.3 0.39 0.31 0.029 0.009 3.43 ▲
北緯55度 5.5 0.37 0.04 0.016 0.015 1.08 ―
北緯50度 5.7 0.32 0.00 0.001 0.008 0.07 ―
北緯45度 7.9 0.38 0.33 0.027 0.008 3.57 ▲
北緯40度 14.0 0.44 0.32 0.031 0.009 3.49 ▲
北緯35度 20.0 0.41 0.12 0.017 0.009 1.90 △
北緯30度 23.1 0.36 0.11 0.014 0.008 1.75 △
北緯25度 25.8 0.32 0.31 0.022 0.006 3.45 ▲
北緯20度 27.2 0.27 0.41 0.034 0.008 4.29 ▲
北緯15度 28.2 0.26 0.54 0.024 0.004 5.57 ▲
北緯10度 28.6 0.19 0.50 0.016 0.003 5.05 ▲
北緯5度 29.1 0.16 0.51 0.014 0.003 5.18 ▲
北緯0度 29.5 0.23 0.11 0.010 0.005 1.82 △
判定：▲(t≧2),△(2＞t≧1.5),―（1.5＞ｔ＞-1.5）
　　　  ▽（-2＜ｔ≦-1.5）,▼( t≦-2)  

 

したものである．赤道域では平均 SST の差は小さいが，図 7

で示したように北緯 35-45度では大きく緯度変化している.

ほとんどの緯度域では，トレンドは上昇傾向であるが，そ

の中でも北緯 40 度付近では，100 年当たり 3.1±0.9℃，北

緯 20 度付近では，100 年当たり 3.4±0.8℃上昇している．

亜熱帯海域の SST の上昇は，台風の発生・発達に必要な海

水温 27℃以上の海域を拡大させることになる．また，昇温

の大きな北緯 40 度は，暖流の親潮と寒流の黒潮の潮境付近

であり，海流境界の北上を示唆している. 

(3) 台風発生位置の経度・経度変化 

 台風は，最近 28 年間(1986-2013)に 713 個発生した．こ

れらの台風発生位置に近年変化があるかどうか，台風発生

数と経度・緯度の関係を調べてみた． 

図 9 は，各年の経度と台風発生数の加重平均により台風

が発生した位置の経度の推移を表したものである．各年，

その経度における台風の発生数を重みとして，加重平均に

より算出した．経度の変化率は，R2=0.171 > 0.101 (t=-2.32 

<-2.05)と有意な負の傾きを示し，台風の発生地点が西に移 
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図 9 台風発生位置の平均経度の経年変化 
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図 10 台風発生位置の平均緯度の経年変化 

 

動するトレンドを示唆している． 

図 10 は，加重平均した台風発生位置の緯度の推移を表し

たものである．経度の場合と同様に，その緯度における台

風の発生数を重みとして，加重平均を行い算出した．台風

発生の平均緯度は，やや高緯度への移動が見られるものの，

R2=0.049< 0.101 (t=1.16 < 2.05) となり正の傾きは有意と

は言えない． SST 解析の結果からは，27℃以上の海域が高

緯度に拡大していることが示されたが，台風の発生緯度へ

の影響については，台風ごとに詳細を考察する必要がある． 

４．３ エルニーニョ現象とラニーニャ現象 

 SST の変化に影響を与えると考えられるものには，地球温

暖化のみだけでなく，赤道海域の SST の変化であるエルニ

ーニョ現象・ラニーニャ現象もあげられる．この現象は，

赤道上の大気と海洋の相互作用の結果として引き起こされ

るもので ENSO(エルニーニョと南方振動)と呼ばれる.地球

温暖化とは独立と考えられるものの，異常気象と関係があ

ることから地球温暖化と何らか関係があるものと推定され

ている. 

ここで，エルニーニョ現象とは 11)，太平洋赤道域の日付

変更線付近からペルー沿岸にかけて，広い海域で平年に比

べて SST が高くなり，その状態が 1 年程度続く現象のこと

である．またエルニーニョに対して同じ海域内で平年に比

べて SST が低くなることは，ラニーニャ現象という．これ

らは赤道上の偏東風（貿易風）の強弱の変化によって引き

起こされる．エルニーニョ現象は，偏東風が弱くなった場

合に発生し，太平洋西部に存在していた暖水が東の方へ移

動し，東部ペルー沖では，風成海流による冷水の湧昇流が

弱くなる．積乱雲の盛んに発生していた海域は東に移動す

る．ラニーニャにおいては，その逆で偏東風が普通より強

くなることで，西部に暖水がより厚く蓄積され，東部での

冷水の湧き上がりが強くなる．積乱雲発生地点は，平常時

より西に移動する．このような，エルニーニョ現象やラニ

ーニャ現象などの変化をここでは，熱帯海域の「海洋イベ

ント」とよぶことにする. 

 熱帯海域の海洋イベントと台風の発生・発達の関係につ

いては，パンウォンサー12)によって，1951 年-2008 年の 58

年間 1537 個の台風について調査され，台風の発生・接近・

上陸への影響の可能性は小さいと結論づけている．しかし，

ここでは，より最新のデータに限定して， 最近 28 年間の

全 713 個の台風について熱帯海域の海洋イベントと台風の

発生・発達の関係について再度調査を行った． 

ここでは，熱帯海域の海洋イベントが台風の発生地点や，

寿命に影響を与える可能性について解析を行う．エルニー

ニョ期間中，ラニーニャ期間中，そのどちらでもない期間

中の台風発生数はそれぞれ 162 個，151 個，400 個で合計 713

個である．それぞれの海洋イベントの期間については，表 3

の気象庁が掲載しているエルニーニョ現象及び，ラニーニ

ャ現象の発現時期を参照した．また表 4 には，表 3 での四

季と月の対応を示している．これらを基に，エルニーニョ

現象期間，ラニーニャ現象期間，およびどちらでもない期

間に分けて台風の発生・発達を比較した． 

表 5はエルニーニョ現象の期間，ラニーニャ現象の期間，

現象なしの期間のそれぞれの台風の発生数，月数，台風の

寿命，日本本土への接近数，期間平均最低気圧，期間平均

強風域最大直径をまとめて示したものである．  

(1)台風の寿命 

 エルニーニョ現象では，暖水の海域が拡大する，そうな

れば，おのずと台風の発生・発達が助長されることになる

と考えられる．またラニーニャ現象では，その海域が狭ま

るため，発生・発達できる時間と空間が短くなるはずであ

る．一方では，赤道領域では，自転の影響(コリオリ力)が

小さいため台風は発達できない.では実際はどうだろうか．  

表 5中の値は，それぞれのイベントごとに台風の値を平均

したものであり，各標準誤差も同時に示した．表 5に示し

た台風の平均寿命は，現象なし期間は 132±4時間に対して，

エルニーニョ現象期間では，145±7 時間と現象なし期間に

比べて長くなっている．ただし，このエルニーニョ期間の

変動の幅は大きい.またラニーニャ現象期間の値を見ると， 

99±5 時間と短く，現象なし期間の寿命と比較すると，有意

な差が見られる．すなわち，台風の寿命はエルニーニョ現

象時に最も長い. 
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表 3 エルニーニョ及びラニーニャ現象発現時期

エルニーニョ現象 ラニーニャ現象

１９４９年夏～　　　５０年夏
１９５１年春～５１／５２年冬 　　
　　５３年春～　　　５３年秋 　　５４年春～５５／５６年冬
　　５７年春～　　　５８年春
　　６３年夏～６３／６４年冬 　　６４年春～６４／６５年冬
　　６５年春～６５／６６年冬 　　６７年秋～　　　６８年春
　　６８年秋～６９／７０年冬 　　７０年春～７１／７２年冬
　　７２年春～　　　７３年春 　　７３年夏～　　　７４年春

　　７５年春～　　　７６年春
　　７６年夏～　　　７７年春
　　８２年春～　　　８３年夏 　　８４年夏～　　　８５年秋
　　８６年秋～８７／８８年冬 　　８８年春～　　　８９年春
　　９１年春～　　　９２年夏 　　９５年夏～９５／９６年冬
　　９７年春～　　　９８年春 　　９８年夏～　２０００年春
２００２年夏～０２／０３年冬 ２００５年秋～　　　０６年春

　　０７年春～　　　０８年春
　　０９年夏～　　　１０年春 　　１０年夏～　　　１１年春  

 

表 4 発現時期における四季の定義

【春】3月〜5月 (3/1〜5/31) 【秋】9月〜11月 (9/1〜11/30)
【夏】6月〜8月 (6/1〜8/31) 【冬】12月〜2月 (12/1〜2/末日)  

 

表 5 海洋イベントと台風の諸量との関連性 

台風の性質 現象なしの期間 E現象の期間 L現象の期間

総期間台風発生数 400 162 151

総期間(月) 179 72 85

寿命平均（時間） 132±4 145±7 99±5

発生数（個/年） 26.8±2.0 27.0±2.9 21.3±2.8

接近数平均（個/年） 5.9±0.8 6.8±1.4 4.2±1.1

最低気圧平均（hPa） 962±1 959±2 970±2

強風域最大直径平均(nm) 453±10 498±19 382±15

発生地点平均経度(E °) 137.4±0.8 142.0±1.5 132.0±1.2

発生地点平均緯度(N °) 16.1±0.3 15.2±0.4 18.1±0.5  

ただし，E現象:エルニーニョ現象，L 現象:ラニーニャ現象を表す． 

 

(2)日本本土への台風の接近数 

日本本土への接近数は，エルニーニョ現象及び，ラニー

ニャ現象とは，直接的な関係を持つとは言えないが，SST の

温度分布や偏東風（貿易風）の強弱が，台風の発生地点や

台風の進路に影響を与える可能性も否定できない． 

表 5 に期間ごとの発生数および接近数の平均を示す．こ

の値は，各年に起きた台風の発生数および上陸数を年間当

たりに換算したものである．これらのイベントごとの差を

見ると，発生数について現象なしとエルニーニョ期間では

27 と有意な差はないが，ラニーニャ期間には発生数は 21 と

少ない．接近数についてもラニーニャ期間に 4.2 個/年と最

も少なく，エルニーニョ現象期間に 6.8 個/年と最も多くな

っている．すなわち，発生数の少ないラニーニャ期間に台

風の日本本土への接近数は，少なくなっている. 

(3)台風の最低気圧 

 暖水の海域が広くなれば，その分台風は強く発達し，逆

に狭まれば発達は弱くなると推定される．表 5 にイベント

ごとに平均した最低気圧を示した.エルニーニョ現象の発

現している期間では，平均 959±2 hPa と，現象のない期間

の 962±1 hPa をわずかに下回っている．よって台風の強度

は多少増大しており，ラニーニャ現象期間においての最低

気圧は 970±2 hPa と高く，現象のない期間より弱い．した

がって，両現象がない期間に比べエルニーニョ期間では台

風は比較的強く，ラニーニャ期間では比較的弱いと言える．

これらの差は，危険率 5%で統計的に有意である. 

(4)強風域最大直径 

 前述のように暖水の海域が拡大すると，それに伴って台

風規模も大きく発達することが期待される． 

 強風域最大直径平均，台風の規模もエルニーニョ現象が

起きているときが，より大きくなると推測される．表 5に，

海洋イベントごとに平均した強風域最大値の直径(海里 nm)

を示した．強風域の最大直径は，エルニーニョ現象時 498

±19 海里，現象なしの時 452±10 海里，ラニーニャ現象時

382±15 海里の順に小さくなっている．これらの差は，統計

的にも有意である.規模についても，エルニーニョ時に最大

となっている. 

(5)経度別台風発生率 

 図 11 は海洋イベントごとの 1年あたり経度別台風発生数

である．左から，エルニーニョ現象期間，ラニーニャ現象

期間，現象のない期間の順である．100 度から 180 度まで

10 度ずつ区切ったときの発生数である．エルニーニョ現象

時は，比較的東よりの東経 150 度～160 度海域において発生

数が最大である．ラニーニャ現象の発現時では，西よりの

東経 130 度～140 度海域で発生数が最大である．現象なし時

のデータでは，東経 130 度～150 度で多く，エルニーニョ現

象時，ラニーニャ現象時の中間的な発生数分布となってい

る．台風の発生平均経度(表 5)で見ても，エルニーニョ現象

期間 142 度，ラニーニャ期間 132 度と暖水の海域の移動に

連動して，台風の発生地点も移動していることがわかる． 
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図 11 海洋イベントごとの 1年間あたり経度別台風発生数 

合計は、期間台風発生数 
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エルニーニョ現象期間は偏東貿易風が弱まり，暖水海域が

東に拡大するとともに，その発生地点も東へ移動する．ラ

ニーニャ現象期間は，貿易風が強まり，暖水海域がより西

に追いやられ，その発生地点も西へ移動することを示して

いる． 

 (6)緯度別台風発生率 

 図 12は海洋イベントごとの１年あたり緯度別台風発生数

である．経度別台風発生数と同じように，左から，エルニ

ーニョ現象期間，ラニーニャ現象期間，現象なしの期間の

順で示される．北緯 0 度から 35 度までを，5 度ずつ区切っ

た時の１年当たりの発生数である．エルニーニョ現象の発

現時は，北緯 10 度～15 度における発生数が一番大きい．ラ

ニーニャ現象時においては，北緯 10 度～15 度における発生

数は減少し，北緯 15 度～20 度が最も多くなっている．現象

なしの場合は，北緯 15 度～20 度が最大だが，10 度～15 度

の発生数は、中間的となっている．台風の発生地点の平均

発生緯度を見ても(表 5)，エルニーニョ期間 15.2 度に対し

て、ラニーニャ期間 18.1 度と、エルニーニョ現象時の赤道

領域での暖水の拡大，ラニーニャ現象時の冷水の拡大に伴

って，台風の発生地点はエルニーニョ時には低緯度に，ラ

ニーニャ時には比較的高緯度に移動していることが分かる．

言い換えると，エルニーニョ現象のように，熱帯域で暖水

海域が拡大した場合は，低緯度での台風発生が多くなり，

ラニーニャ現象のように，暖水海域が縮小した場合は，台

風の発生地点はより高緯度つまり北へ拡大することとなる． 
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図 12 海洋イベントごとの１年あたり緯度別台風発生数 

合計は、期間台風発生数 

 

５．結論 

 本研究では，気象庁により公開されている 28 年間（1986

～2013）の海面水温，及び台風の発生数，発生地点，最低

気圧，強風域最大直径等の台風を特徴付ける因子のデータ

を用いて，台風の発生発達に及ぼす地球温暖化の影響につ

いて考察した.解析に際して，気象庁の海面水温(SST)の画

像データからデジタルデータ化する VBA 解析プログラムを

開発した． 

解析結果より，次の結果が得られた． 

・気象庁の発表している全球の海面水温の推移では，100 年

間で，0.55±0.03℃上昇しているが，日本を含む北西太平

洋域においても，海面水温の上昇が確認でき，最近 28 年間

のデータからは 100 年当たり 1.8±0.3℃上昇していると推

定される． 

・28 年間のトレンドとして，台風の発生数の変化では減少

する傾向を持っており，強風域の最大直径も小さくなる傾

向を持っている. 

台風の日本本土への上陸数，平均最低気圧においては，

そのトレンドは見られなかった． 

・台風の発生地点については，年々西および北に移動しつ

つある．ただし北向き移動については，統計的に有意では

ない. 

・台風の強度や規模等の各要素はエルニーニョ現象及び，

ラニーニャ現象に大きく左右される． 

エルニーニョ現象の発現時には，台風の発生・発達は助

長され，ラニーニャ現象の発現時には，逆に発達は抑えら

れる．台風の強度，規模つまり最低気圧，強風域の最大直

径はエルニーニョ期間に最大である． 

・エルニーニョ現象が発現しているときの台風の発生地点

は東より，また低緯度になり，ラニーニャ現象時には，西

より及び高緯度である． 

 これらの結果からも，地球温暖化及び海面水温の上昇の

台風の各種の要素に及ぼす影響を単純に推定することは難

しい．エルニーニョ現象及びラニーニャ現象が，熱帯海域

の SST の変化に大きく関与していることを考えれば，温暖

化とエルニーニョ現象との関係などに今後焦点を当ててい

く必要があると考えられる． 

 

今回は，画像データとして提供されたものをデジタル化

するという方法で解析を進めたが,この方法はいたるとこ

ろで応用できる可能性を持っている. 

本研究では，ある程度合理的な結論が得られたが,データ

数の少なさなどから，複雑な海洋データの分析としては，

十分な解析とは言えないかも知れない．今後とも，計算プ

ログラムの改善を図りつつ，更に海流などの力学的考察や，

日射量など関連する他データとの関係を調べるなど詳細な

解析が望まれる．データ解析においては，精度の良い多量

のデータが非常に重要で，利用できるデータの収集や観測

を続けていくことが必要である． 
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